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認定支援機関情報交換会

第一部 「ＴＫＣ会計人が行う中小企業支援実務」

第二部 「金融機関向け会計啓発・普及セミナー」

ＴＫＣ近畿京滋会中小企業支援委員長
久乗 哲先生

ＴＫＣ近畿京滋会中小企業支援委員
西村 純史先生

平成２９年９月１１日（月）、ホテルボストンプラザ草津にて認定支援機関情報交換会が開催されました。
情報交換交流会では金融機関の皆様と京滋会の会員先生とで活発な意見交換がなされました。

「中小企業経営力強化支援法」が施行され、認定経営革新等支援機関制度が誕生し、
５年が経過しようとしています。ＴＫＣ会員は７０００プロジェクトを展開し、
５，８８２件（平成２９年７月１１日現在）の経営改善計画策定支援事業の
利用申請を行い、認定支援機関の中で相当の成果を上げました。

平成２８年８月の法律施行時に公表された「基本方針」には、認定支援機関は
「中小会計要領」「ローカルベンチマーク」に取り組むことが明記
されました。
したがって、ＴＫＣ全国会の第２ステージの運動方針に掲げられているように、

中小会計要領や「ＴＫＣローカルベンチマーク・クラウド」
「ＴＫＣモニタリング情報サービス」への積極的な取り組みは、
まさに認定支援機関として求められる業務に他なりません。
また、５月から始まった「早期経営改善計画策定支援」の推進も認定支援機関
としての役割をアピールする大きなチャンスが到来しています。
さらに、外部に事務所の業務をアピールする機会としてＴＫＣ経営支援
セミナー２０１７の開催を強くお勧めします。
特に今年は（独）中小企業基盤整備機構との併催により、発生した会場費・設営費
が合計１５万円まで条件を満たせば分担金の対象となります。
その際に利用する「経営力向上のヒント」の冊子については第二部で解説します。

ご参加いただいた金融機関の皆様（順不同・敬称略）

三菱東京ＵＦＪ銀行、滋賀銀行
滋賀中央信用金庫、長浜信用金庫
湖東信用金庫、日本政策金融公庫

中小企業を取り巻く経営環境は、人口の減少、高齢化の進展、国内外の競争の激化、
地域経済の低迷など一方厳しさを増しています。そのような環境下においては、
将来を見据えたしっかりとした経営目標を掲げ、社員が一丸となって経営課題に

取り組むことが必要です。「会計」を活用することで、経営課題を可視化する
と共に、課題解決に向けた取り組みを後押しすることが出来ます。
レベル１からレベル５（以下、クリアしたい会計レベル参照）までありますが、

レベル１から一つずつ取り組むことで経営基盤が徐々に改善し、
さらに中小企業会計要領に基づく正しい決算、企業情報を発信することで
金融機関や取引先からの信頼が向上します。
レベル１では現預金出納帳や債権債務管理、在庫管理、売上目標と資金繰り
実績表を中心に中小企業に浸透させていくことが重要です。
レベル２では自計化と発生主義に移行し、月次決算を翌月１０日までに
早める仕組みを根付かせ、予算管理を行うことで会社（経営者）の想いや
夢を数値化することが重要だと言えます。

～クリアしたい会計レベル～
レベル１ 資金繰りを安定させる～現預金の動きを日々明らかにする～
レベル２ 業績を共有する～月次決算と予測制度の確立～
レベル３ 部門長に業績責任を持ってもらう～部門別業績管理の確立～
レベル４ 先を読んで先手を打つ～先行管理の確立～
レベル５ 中長期戦略を全社で共有する～中期計画管理の確立～

金融機関からの声（以下、抜粋）
・モニタリング情報サービスは現場の評判が非常に良く、
銀行として助かっています。

・決算書がスピーディーに届くことに驚いています。
・金融機関と先生方が、地域の中小企業のために
連携することが大事だと考えています。


